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研究成果の概要： 
技術進歩は，環境問題による制約から生活水準の低下を守る重要な要素であると考えられる．
周到な準備のもとに良く設計された環境規制は，技術進歩の加速を促すと考えられるが，逆に
そうでないものは，技術進歩を抑制する結果となる．本研究では、複数の国のデータを用いて
環境に対する技術進歩を計測し、その影響について分析を行った。本研究を通して，市場や政
策のシグナルに誘発されるメカニズムや各要因の相対的な大きさに関する理解を進めることが
できる．環境政策の策定の仕方いかんで技術革新が促進されたり阻害されたりすることを強調
したのは，Porter and van der Linde (1995, Journal of Economic Perspectives）である．産
業構造の転換を導き出し環境問題の長期的解決の下地をつくるという目的に対して，どのよう
な制度が望ましいかは議論がいまも分かれている．本研究での理論モデルは，動学計画法に技
術投資や技術開発の学習効果を取り入れて動的に費用が減少というものを取り組むものである．
実証面では，本研究者らは，これまでエネルギー産業や鉄鋼業など製造業や農林業に対して，
また日本・米国・中国・インドを対象に環境政策の技術進歩への影響について分析を行ってき
た. 本研究では，日本・米国・欧州・中国・インドでのミクロデータを拡張し，そして世界の
国レベルのマクロデータを用いて，政策と市場のシグナルの技術進歩へのインセンティブにつ
いて解明する． 
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１．研究開始当初の背景 
温暖化は長期にわたる問題であるので，技術

として何を使うかを考える必要がある．また，
長期的な技術開発はリスクもあり，時間もか
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かるので政府自ら推進していくことが大事
である． 
２．研究の目的 
本研究の目的は，直接規制，税制度，排出権
取引といった環境政策や，自立的な技術，商
品価格や投入価格の変化という経済的誘因
を通じて，どのような環境政策のもとで効率
的に技術進歩・技術移転が進むか分析し，温
暖化対策の最適な技術戦略のあり方につい
て政策提言を行うことである． 
３．研究の方法 
分析手法として，計量分析・将来予測におい
て２つの手法を用いる． 
４．研究成果 
ミクロデータを用いて,これまで開発した理
論モデルに一致した実証を行えるためにモデ
ルの推定を行った.   
本研究者の既存研究Managiら（2004, 2005）
及びManagi（2006）では企業のビンテージを
考慮した生産性の推定方法を提示したが，企
業の参入・退出を考慮したモデルに拡張し，
実証を行った．そして，政策と市場のシグナ
ルの技術進歩へのインセンティブについて実
証的に解明するための準備研究をおこなった
．実証面では，本研究者らは，これまでエネ
ルギー産業や鉄鋼業など製造業や農林業に対
して，また日本・米国・中国・インドを対象
に環境政策の技術進歩への影響について分析
を行ってきた(e.g., Managi et al., 2008 
Energy Policy 36 (1) 201-209.; Managi et 
al., 2008, Land Economics; Managi, 2008 
World Review of Entrepreneurship, 
Management and Sustainable Development, 
Ecological Economics; Managi and Kaneko, 
2008; Managi, 2009 Technological 
Forecasting and Social Change;馬奈木, 
2008; 藤井, 金子, 金原, 馬奈木, 2008; 
Managi, 2008). なお，近年注目され始めて
いる，政府からの規制の代替としての企業の
自主的取り組みに対しては，本研究者らの既
存研究をもとに影響を分析した。 
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